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１.計画の目的および策定体制 

（１）計画の目的と位置づけ 

新得町では、平成 17 年度に「新得町地域住宅計画」及び「新得町公営住宅ストック総合活用計

画」を策定し、計画に基づき公営住宅及び住宅市街地の整備を推進してきました。 

 

平成 22 年度には、計画の定期的な見直しを行うのと同時に、町内の公営住宅等の役割や状況を

再度把握した上で、団地別・住棟別に修繕、改善、建替などの活用方法を定め、長期的な視点及び

予防保全的な観点から公営住宅等の長寿命化を図るために、「公営住宅等長寿命化計画」を策定し、

計画に基づき公営住宅等の更新コストの削減と事業量の平準化を推進してきました。 

 

本業務は、計画策定から 5年を経過した現在、町内情勢や人口、公営住宅等の整備状況に対して、

現状計画とのずれが生じてきたため、その課題解決に向け「新得町公営住宅等長寿命化計画」の見

直しを行うこととします。 

 

＜主な検討事項＞ 

    ◆公営住宅等の全体供給戸数の再検討 

◆市街地中心部の空地を活用したまちなか団地の検討 

◆団地内空地を活用した住宅整備（西和団地、新生団地） 

◆老朽団地の建替年次・改善等の検討（新進団地、北進団地） 

◆事業プログラムの再設定（建替、個別改善、用途廃止） 

 

 

図表 1 計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

新 得 町  
公 営 住 宅 等  

長 寿 命 化 計 画  
（見 直 し） 

【広域の関連計画】 

 
北海道 

住生活基本計画 

住生活基本計画 

（全国計画） 

【町政運営の総合計画】 

第８期 新得町総合計画 

【関連計画や取り組み等】 

・新得町都市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ 

・新得町まち・ひと・しごと創生

総合戦略 

・新得町空家等対策計画 
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（２）計画の運用期間 

公営住宅等長寿命化計画は平成 28 年度の策定指針改定に基づき、中長期（30 年程度）の事業内

容、実施時期、各住棟の共用期間等を検討し、「長期的な管理の見通し」を作成した上で、事業実

施計画として公営住宅等長寿命化計画を策定します。 

管理するストック全体の点検・修繕・改善サイクル等を勘案し、一定程度の計画期間を確保する

必要があることから、本計画の計画期間は 10 年間（平成 29～38 年度）とします。 

また、社会情勢の変化、事業の進捗状況等に応じ、概ね 5年ごとに定期的に見直しを行うことと

します。 

 

 

 

 

 

 

（３）策定体制 

計画策定にあたっては、庁内関係課長で構成する策定委員会及び庁内関連係の担当者で構成する

作業部会からなる合同部会で審議します。 

事務局は施設課におき、必要な調査等はコンサルタントに委託します。 

 

図表 2 策定体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

町 長 

報告し了承を得ます 

平成 29 年                   平成 38 年                    

計画期間（10年）
構想期間（中長期30年）

新得町 公営住宅等長寿命化計画 策定委員会・作業部会 

・委員長：副町長 ・委員：庁内関連課長、関係係担当者 

・オブザーバー：十勝総合振興局 

＜素案、審議資料の作成＞ 

作業 

委託 

 

 

資料 

提出 

指導

助言

 

 

協議

委託業者  

・必要な調査の実施 

・調査報告書案の作成 

事務局  

・事務連絡 

・関係課等との調整 

オブザーバー  

十勝総合振興局

建設指導課  
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２.公営住宅等ストックおよび入居者の状況 

（１）公営住宅等ストックの管理状況 

平成 28 年 7 月末現在、本町が管理する公営

住宅、特公賃、町営住宅は 24 団地、232 棟、

658 戸あります。 

平成 28年時点で耐用年限の1/2を経過した

住戸は 461 戸（70.1%）となります。 

また、全経過した住戸は 285 戸（43.3%）と

なっています。 

なお、10 年後の平成 38 年時点では 345 戸

（52.4%）の住宅が全経過します。 

 

図表 4 種別・団地別耐用年限経過状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3 公営住宅等の状況 
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管理戸数 H28年度時点 H38年度時点

1/2経過 全経過

1/2経過 全経過 1/2経過 全経過

1 北生団地 S35～58 簡平 15 45 45 45 45 45
2 栄町団地 S61～H4 簡二 8 32 32 32

S29,48 簡平 2 8 8 8 8 8
H14,15,16 耐二 3 18

H17,18 木平 2 6 6
H5 木平 4 4 4 4 4

H6～10 準耐二 12 48 48
5 新生団地 H7～13 準耐二 9 40 36

S47～52 簡平 19 55 55 55 55 55
H19～28 木平 20 53 35

7 若草団地 S53～57 簡平 16 32 32 32 32 32
8 さくら団地 S57～H4 簡平 20 40 40 32 40 40

S46～50 簡平 21 54 54 54 54 54
Ｈ24～28 木平 5 10

10 柏町団地 H2～5 木平 16 16 16 16 16
H11,12,14 準耐二 4 16 16
H11,13,15 準耐平 3 6 6

12 緑町分譲団地 S60 木二 1 2 2 2 2 2
13 緑栄団地 S51～54 簡平 7 21 21 21 21 21

S55～58 簡平 8 16 16 16 16 16
H6～8 木平 12 12 12 12 12

15 南町団地 H1 簡二 1 4 4 4
16 北新得団地 S61～H2 簡二 3 12 12 12
17 若葉団地 S54,55 簡平 5 10 10 10 10 10

216 560 363 275 510 315
100.0% 100.0% 64.8% 49.1% 91.1% 56.3%

新得 1 アメニティ24 H3 準耐三 1 24 24 24
2 緑町団地 H4～6 木平 8 8 8 8 8
3 アメニティ屈足 H8 木平 2 8 8 8 8

11 40 40 40 16
100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 40.0%

1 北生団地 S43,45 簡平 2 10 10 10 10 10
2 アメニティ30 H2 準耐三 1 30 30 30
3 ひまわり団地 S56 準耐二 1 4 4 4 4

屈足 4 屈足団地 H4 中耐三 1 14 14
5 58 44 10 58 14
100.0% 100.0% 75.9% 17.2% 100.0% 24.1%
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100.0% 100.0% 67.9% 43.3% 92.4% 52.4%
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（２）公営住宅等入居者の状況 

公営住宅等 658 戸の内、入居世帯数は 519 世帯で

入居率は 78.9％となっています。 

世帯人員別での入居状況は単身世帯が 240 戸

（46.2%）と最も多く全体の約半数となっています。 

次いで 2人世帯は 158 戸（30.4％）で単身と合わ

せ 7割以上が小規模世帯となっています。 

 

 

 

 

図表 6 団地別・世帯人員別世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単身世帯

240（46.2%）

2人世帯

158（30.4%）

3人世帯

67（12.9%）

4人世帯

38（7.3%）

5人以上

16（3.1%）

図表 5 入居者の状況 

単身

世帯

2人

世帯

3人

世帯

4人

世帯

5人

以上

1 北生団地 S35～58 簡平 45 13 8 5
2 栄町団地 S61～H4 簡二 32 28 4 14 5 3 2

S29,48 簡平 8 5 1 4
H14,15,16 耐二 18 17 8 4 2 3

H17,18 木平 6 6 6
H5 木平 4 4 2 1 1

H6～10 準耐二 48 47 22 11 6 5 3
5 新生団地 H7～13 準耐二 40 38 14 15 2 6 1

S47～52 簡平 55 13 3 7 2 1
H19～28 木平 53 47 31 11 3 2

7 若草団地 S53～57 簡平 32 30 7 11 7 4 1
8 さくら団地 S57～H4 簡平 40 40 5 17 13 5

S46～50 簡平 54 29 19 8 1 1
Ｈ24～28 木平 10 8 8

10 柏町団地 H2～5 木平 16 16 3 7 1 2 3
H11,12 準耐二 16 16 5 7 3 1

H11～15 準耐平 6 5 3 2
12 緑町分譲団地 S60 木二 2 2 2
13 緑栄団地 S51～54 簡平 21 21 10 6 3 1 1

S55～58 簡平 16 15 5 9 1
H6～8 木平 12 12 1 2 5 2 2

15 南町団地 H1 簡二 4 3 3
16 北新得団地 S61～H2 簡二 12 12 8 2 1 1
17 若葉団地 S54,55 簡平 10 8 3 4 1

560 435 177 150 57 36 15
100.0% 77.7%

100.0% 40.7% 34.5% 13.1% 8.3% 3.4%

新得 1 アメニティ24 H3 準耐三 24 24 24
2 緑町団地 H4～6 木平 8 8 2 4 1 1
3 アメニティ屈足 H8 木平 8 7 7

40 39 31 2 4 1 1
100.0% 97.5%

100.0% 79.5% 5.1% 10.3% 2.6% 2.6%

1 北生団地 S43,45 簡平 10 2 2
2 アメニティ30 H2 準耐三 30 28 28
3 ひまわり団地 S56 準耐二 4 4 3 1

屈足 4 屈足団地 H4 中耐三 14 11 2 6 3
58 45 32 6 6 1 0

100.0% 77.6%
100.0% 71.1% 13.3% 13.3% 2.2% 0.0%

658 519 240 158 67 38 16
100.0% 78.9%

100.0% 46.2% 30.4% 12.9% 7.3% 3.1%
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（３）公営住宅等の状況と今後の方向性 

公営住宅等ストックにおける状況を以下に整理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-1．自然環境の特性 
・北海道の中央に位置し、大規模な国有林を有しています。 

・気候は大雪山系や日高山脈の影響を受け寒暖差が激しい内陸性気候 

となっています 

・5年間の平均気温は 7.2℃、降水量は 1,198mm となっています。 

1-２．人口・世帯の特性 
(1)総人口、世帯 
・人口は平成 27 年で 6,288 人であり、20 年間で約２割減少していま

す。世帯数は 3,043 世帯となっています。 
(2)年齢別人口 

・年少人口率、生産年齢人口率が共に減少しているのに対し、高齢人

口率は平成 27 年で 35.0％と高くなっています。 

(3)平均世帯人員、世帯人員別世帯数、家族類型別世帯数 
・平均世帯人員は、平成 27 年で 2.07 人／世帯と、全道、郡部、十勝

管内平均と比較すると最も世帯規模が小さくなっています。 
・世帯人員別の世帯数は、単身世帯と２人世帯の小規模世帯が増加し、

平成 27 年で 75.4％、３人以上世帯の構成比は減少傾向が続いてい

ます。 

・家族類型別世帯数は「単独世帯」42.3％、「夫婦のみ」27.1％の順

に多く、単独世帯の増加と夫婦・家族等世帯の急速な減少となって

います。 

(4)住宅所有関係別世帯数 
・公的借家率は若干下がったものの 18.5％と高く、民営借家率は 12.0%

と低い状況にあります。 
(5)高齢者を含む世帯 
・高齢者を含む世帯は 1,345 世帯で 44.4％を占めています。 

・高齢単身者の 22.3％が公営等の借家に入居しています。 

1-3．新得町の新築住宅及び地価の特性 
・過去 10 年間の新設住宅の平均建設戸数は 43.3 戸（持ち家 15.5 戸、

貸家 26.4 戸）であり、近年減少傾向となっています。 

・都道府県地価調査における新得町の住宅地の平均地価は 7,600 円／

㎡となっており、平成 23 年と比較すると 17％下落しています。 

現状および特性 

方向性 1：豊かな自然環境との共生 

・豊かな自然環境との共生や、地形

条件を活かした住宅地づくり、気

候風土等に対応する住宅づくりが

求められます。 

方向性 2：急速な少子高齢化への対応

・高齢者対策や子育て支援等、急速

な少子高齢化傾向に対応する住環

境整備が求められます。 
 
方向性 3：世帯特性の変化への対応 

・平均世帯人員の縮小、単身世帯の

増加等、世帯特性の変化に対応す

る住環境が求められます。 
 
方向性 4：公・民の役割分担の検討 
・公的借家への依存度が高く、民営

借家率が特に低いことから、借家

における公・民の適切な役割分担

が求められます。 
 
方向性 5：住宅のバリアフリー化等、

支援策の検討 
・住宅内のバリアフリー化等、住宅

内で高齢者が安心して暮らせるよ

うな住環境形成に向けた支援策が

求められます。 

方向性 6：民間賃貸住宅の建設支援 

・地価の下落傾向の状況を定住に活

かせるような検討や、市街地中心

部の空地を活用した住宅整備等の

検討が求められます。 

方向性 

1-4．上位計画・関連計画の概要 
(1)第 8 期新得町総合計画 
＜メインテーマ＞ 

・「人が集い 賑わいと笑顔が広がり 未来につながるまち」 

＜第 1節：住宅 １.町営住宅＞ 

・老朽化による建て替え事業については継続的に進めていきます。  

・既存の住宅は長寿命化計画に基づく適切な維持補修を行い、長寿命

化を図るとともに、必要戸数の適正な管理を行います。 

・町営住宅の団地の集約化と団地内の空き地を活用した住宅整備を進

めます。 

 (2)新得町まち・ひと・しごと創生総合戦略 

＜人口ビジョン＞ 

・2025 年の人口は 5,603 人（Ｈ38 年） 

方向性 7：第 8 期総合計画方針の実現

に向けた住宅施策の推進 
 
・当該計画の策定においては、総合

計画方針の実現を目指し、既存ス

トックの有効活用に向けた改善・

建替プログラムを検討するととも

に、同じく総合計画で位置づけら

れている団地の集約化と団地内空

地を活用した住宅整備について検

討が求められます。 

・総合戦略の人口ビジョンに基づく

適正戸数への集約が求められます 
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(5)入居世帯の状況 
・平成 28 年 9 月末現在、入居世帯は 519 世帯、入居率は 78.9％となって

います。 

・519 世帯のうち、単身世帯が最も多く 46.2％を占め、次いで２人世帯

30.4％、３人世帯 12.9％となっており、単身世帯、2 人世帯といった小

規模世帯を合わせると 76.6％となっています。 

・65 歳以上の高齢者を含む世帯割合は全体の 44.1％となっています。 

・65 歳以上高齢者を含む世帯の内、単身世帯は 114 世帯（49.8％）と 

なっています。 

 ・障害者を含む世帯は 84 世帯（16.2％）となっています。 

 ・生活保護受給世帯は 28 世帯（5.4％）となっています。 
・Ⅴ～Ⅵ階層は 8.1％、Ⅶ～Ⅷ階層は 9.6％となっています。 

(4)屋外の整備状況 
・駐車場は 17 団地で整備されています 

・駐輪場は、全団地で未整備となっています。 
・物置は、全団地で整備されています。 
・児童遊園は 4団地、集会所は新進団地のみ整備されています。 

(3)共用部分の整備状況 
・共用階段の手すりは公営 7 団地で整備されています。共用玄関の段差解

消は対象全団地で未整備となっています。 

・エレベーターは、対象全団地において未整備となっています。 

(2)住戸内の整備状況 
・住戸規模は「60～70 ㎡」が最も多く 232 戸（35.3％）。次いで、「40 ㎡未

満」の住戸が 115 戸（17.5％）となっています。 

・浴室未整備の住戸は 58 戸（8.8％）となっています。 

・水洗化は 648 戸で整備済み、整備率は 98.5％となっています。 

・3箇所給湯設備は、342 戸で整備率 52.0％となっています。 

・高齢化対応基準を満たしている住戸は 69 戸、整備率 10.5％となっていま

す。 

方向性 9：既存住宅ｽﾄｯｸの性能向上 

・最低居住水準未満となる浴室未

整備住宅の早期の解消ととも

に、３箇所給湯の整備、住戸内

外のバリアフリー化等、住宅ス

トックの性能向上が求められま

す。 
 

方向性 10：駐車場、駐輪場の整備 

・駐車場、駐輪場が整備されてい

ない団地については、今後の建

替等の際、これらの整備に関す

る検討が求められます。 

方向性 11：高齢化に対応した環境 

整備 
・高齢世帯率が高いため、高齢者

が安心して暮らせる住環境整備

の検討が求められます。 
      
方向性 12：真に住居を必要とする世

帯への適正な供給 

・真に住宅に困窮する世帯が入居

できるよう、適正な収入階層の

入居と超過世帯に対する対策が

求められます。 

2-2．新得町公営住宅ストックの特性 
(1)公共賃貸住宅の概要 
・町内の公営住宅等の管理戸数は 232 棟 658 戸で、そのうち 85.1%が公営住

宅となっています。 
・構造別戸数では、簡易耐火構造が 339 戸（51.5%）を占め、次いで準耐火

構造が 164 戸（24.9%）、木造 119 戸（18.1%）、耐火構造 36 戸（5.5%）

となっています。 
・平成 28 年 9 月末現在 461 戸（70.1％）が耐用年限の 1/2 を経過し、この

うち 285 戸（43.3％）が耐用年限を全経過しています。 
・平成 38 年度には、管理戸数の 9割以上である 608 戸が耐用年限の 1/2 を

経過し、5割以上となる 345 戸が全経過します。 

現状および特性 

方向性 8：適正な管理戸数、ストック

活用手法の検討 
・10 年後には耐用年数を経過する

ストックが 345 戸となります。

実現可能な事業プログラムと、

適切な管理戸数を設定するとと

もに、老朽ストックを効率的に

解消するため、建替のみならず、

改善等によるストックの有効活

用策の検討が求められます。 
 

方向性 
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３.公営住宅等長寿命化に係る基本方針 

（１）公営住宅の整備及び長寿命化の基本方針 

１）公営住宅の整備に関する基本方針 

本町の公営住宅等は昭和 30 年代より整備され、既に耐用年数を経過した住戸や住戸内部の高

齢化未対応の住戸、また浴室・給湯等の設備水準が低い住戸が残されています。 

一方、入居者については年々高齢化が進み、65 歳以上高齢者を含む世帯は全入居世帯の 4 割

以上となっています。このような状況の下、上位計画である新得町第 8期総合計画で掲げるメイ

ンテーマ『人が集い、賑わいと笑顔が広がり、未来につながるまち』の実現に向け、高齢者をは

じめ、障がい者や子育て世帯など、町内で住宅に困窮する世帯が安全・安心して暮らせる住環境

づくりを以下の方針のもと行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）既存住戸の長寿命化および維持管理に関する方針 

既存ストックおよび今後新たに供給するストックを長期的に有効かつ適切に活用するため、以

下の方針に基づいて長寿命化を図ります。 

○ストックの状況の把握及び日常的な維持管理の方針 

・公営住宅の整備・管理データを団地・住棟単位で整理するとともに、団地・住棟単位の修

繕履歴データを整理し、効率的な修繕を実施します。さらには、調査目的を定めた定期点

検を行いその結果をデータに反映させ、予防保全的な維持管理を実施します。 

・修繕については、不特定時期に発生する不具合に対する修繕や入退去時に行う空き家修繕

を行うとともに、修繕周期等を踏まえ、損傷、老朽化の程度、財政事情等を勘案して計画

的に行います。 

 

○長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針 

・本町のストックは、昭和 40～50 年代に建設された簡易耐火構造の住棟のうち、未修繕のス

トック等、今後老朽化の時期が集中することが予想されます。 

・そのため、日常的な保守点検の中で、ストックの状況を的確に把握し、上記の団地管理デ

ータに反映させるなど、常に計画の見直しを行うことで、事故を未然に防ぐとともに、修

繕等の実施時期の調整を行い、事業量の平準化を図ります。 

［総合計画メインテーマ・都市マス基本理念］ 

人が集い 賑わいと笑顔が広がり 未来につながるまち 

～住まう人が誇りに思い、訪れる人が魅せられる、自然と調和した活力ある都市～ 

 

 

 

 

 

［長寿命化計画・基本方針］ 

◆コンパクトな市街地の形成に向けた団地の集約 

◆街なかの空地や団地内空地を活用した賑わいのある住空間の形成 

◆住宅セーフティネットの中核を担う良好な公営住宅ストックの形成 
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（２）公営住宅等必要戸数の想定 

１）人口の推移と将来推計 

本町の人口は、昭和 30 年の国勢調査で 15,525 人を数えましたが、その後減少傾向を続け、平

成 27 年で 6,288 人となっています。（※平成 29 年 2 月末現在 6,302 人） 

なお、国立社会保障・人口問題研究所による将来人口の推計では、平成 37 年度には 5,370 人

程度、平成 47 年には 4,492 人程度と推計しています。また、新得町まち・ひと・しごと創生総

合戦略では、平成 37 年度には 5,603 人程度、平成 47 年には 5,008 人程度と推計しています。 

図表 7 人口の推移（実数値と推計値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

２）住宅所有関係別世帯数、平均世帯人員の推移  

住宅所有関係別世帯数の推移は「公営等の借家」世帯数は平成 12 年以降減少に転じ、平成 27

年では 523 世帯となっています。構成比で見ると「公営等の借家」の割合は世帯数に比例し、平

成 12 年以降微減傾向となっていますが、「民営借家」の割合は増加傾向で推移しています。 

世帯人員は平成７年から 20 年間の全道推移と同様の減少傾向で推移しています。また、本町

においても同傾向で推移し、平成 27 年には 2.07 人となっています。 

図表 8 住宅所有関係別世帯数の推移          図表 9 世帯人員の推移 
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３）公営住宅等の必要戸数の想定 

平成 38 年（10 年後）の公営住宅等必要戸数を想定します。想定の基となる人口は新得町まち・

ひと・しごと創生総合戦略による推計人口を使用します。また、世帯人員等は平成 27 年までの

国勢調査の推移により想定した以下の値を使用します。 

図表 10 人口・世帯数の想定 

 

 

 

 

 

 

※世帯人員：減少傾向で推移するものとし、5年おきに平成 7～27 年までの北海道平均である減少率 95%を乗じた数値 

※世帯数（推計値）：人口／世帯人員で想定（※１桁台は繰上げ） 

※一般世帯率：世帯数／一般世帯で 100％と想定 

※住宅に住む一般世帯数：持家等による定住促進を想定し近年の推移の中で最も高い 96%を住宅居住世帯率として乗じた数値 

 

想定年次における住宅所有関係別の構成比は、国勢調査における各構成比の推移が続くものと

仮定し、持ち家は 59％程度、また、借家等も同程度で推移すると仮定し、公営等の借家比率は

18.5％と仮定します。これに前述の住宅に住む一般世帯数を乗じると公営等の借家世帯数は下

表となります。（※災害対応住戸等の確保を想定し端数は繰上げ） 

図表 11 住宅に住む一般世帯数の想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上により計画期間の最終年次となる平成３８年度の公営住宅等の必要戸数は、同程度の世帯

割合で推移する平成 37 年の公営等の借家世帯数程度と想定します。 

 

 Ｈ２８年管理戸数  Ｈ３８年想定必要戸数 

公営住宅等 ６５８戸 

・公営（560 戸） 

→ ５３５～５４５戸程度 ・特公賃（40 戸） 

・町営（58戸） 

2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年

（H17年） （H22年） （H27年） （H32年） （H37年） （H42年）

7,243 6,653 6,288 － － －

6,308 5,950 5,603 5,280

2.21 2.14 2.07 1.97 1.87 1.78

3,280 3,106 3,043 3,020 3,000 2,970

0.98 1.00 0.99 1.00 1.00 1.00

3,218 3,093 3,026 3,020 3,000 2,970

0.93 0.96 0.93 0.96 0.96 0.96

2,977 2,965 2,823 2,900 2,880 2,850

推計値

人口
推計値（新得町総合戦略）

世帯人員

世帯数

住宅居住世帯率(％)

住宅に住む一般世帯

実数値

一般世帯率(％)

一般世帯

H17 H22 H27 H32 H37 H47

2,977 2,965 2,823 2,900 2,880 2,850
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

1,720 1,683 1,646 1,710 1,700 1,680
57.8% 56.8% 58.3% 59.0% 59.0% 59.0%

1,220 1,255 1,147 1,170 1,160 1,140
41.0% 42.3% 40.6% 40.0% 40.0% 40.0%

668 636 523 540 540 530
22.4% 21.5% 18.5% 18.5% 18.5% 18.5%

218 280 340 350 350 340
7.3% 9.4% 12.0% 12.0% 12.0% 12.0%

334 339 284 280 270 270
11.2% 11.4% 10.1% 9.5% 9.5% 9.5%

37 27 30 30 30 30
1.2% 0.9% 1.1% 1.0% 1.0% 1.0%

推計値実数値

住宅に住む一般世帯

持ち家

民営借家

給与住宅

間借り

借家

公営等の借家
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図表 12 活用方針の設定 

  

 

 

 

 

  

将来

戸数

北生団地 15 45 簡平 S35～58 用廃（除却） 用廃（除却） －

栄町団地 8 32 簡二 S61～H4 維持管理 32 個別改善 ・屋根、外壁改修

2 8 簡平 S29,48 用廃（除却） － －

3 18 耐二 H14,15,16 個別改善 18 個別改善 ・屋根、外壁改修

2 6 木平 H17,18 維持管理 6 個別改善 －

4 4 木平 H5 維持管理 4 個別改善 ・屋根、外壁改修

12 48 準耐二 H6～10 維持管理 48 個別改善 ・屋根、外壁改修

木平 新規整備 2 新規整備 ・団地内空地に5棟11戸

8 36 準耐二 H7～12 個別改善 36 個別改善 ・屋根、外壁改修

1 4 耐二 H13 個別改善 4 個別改善 ・屋根、外壁改修

木平 新規建設 2 維持管理 ・団地内空地に1棟2戸

11 39 簡平 S47～49 用途廃止 － －

8 16 簡平 S51～52 当面維持管理 16 用途廃止

20 53 木平 H19～28 維持管理 53 個別改善 ・屋根、外壁改修

木平 現地建替 5 現地建替 ・17棟35戸の現地建替

若草団地 16 32 簡平 S53～57 個別改善 32 個別改善 ・屋根外壁、浴室、断熱改善、等

さくら団地 20 40 簡平 S57～H4 個別改善 40 個別改善 ・屋根外壁、浴室、断熱改善、等

仮）まちなか新団地 木平 新規建設 4 維持管理 ・市街地中心部に2棟4戸

21 54 簡平 S46～50 建替（除却） － －

5 10 木平 Ｈ24～28 維持管理 10 維持管理 －

木平 建替（建設） 28 建替（建設） －

柏町団地 16 16 木平 H2～5 維持管理 16 個別改善 ・屋根、外壁改修

4 16 準耐二 H11,12 個別改善 16 個別改善 ・屋根、外壁改修

3 6 準耐平 H11～15 個別改善 6 個別改善 ・屋根、外壁改修

緑町分譲団地 1 2 木二 S60 維持管理 2 当面維持管理 －

緑栄団地 7 21 簡平 S51～54 当面維持管理 21 用途廃止 ・構想期間に用途廃止

8 16 簡平 S55,56 当面維持管理 16 用途廃止 ・構想期間に用途廃止

12 12 木平 H6～8 維持管理 12 個別改善 ・屋根、外壁改修

南町団地 1 4 簡二 H1 維持管理 4 個別改善 ・屋根、外壁改修

北新得団地 3 12 簡二 S61～H2 維持管理 12 個別改善 ・屋根、外壁改修

若葉団地 5 10 簡平 S54,55 維持管理 10 個別改善 ・屋根、外壁改修

新

得
ｱﾒﾆﾃｨ24 1 24 準耐三 H3 維持管理 24 個別改善 ・屋根、外壁改修

緑町団地 8 8 木平 H4～6 維持管理 8 個別改善 ・屋根、外壁改修

ｱﾒﾆﾃｨ屈足 2 8 木平 H8 維持管理 8 個別改善 ・屋根、外壁改修

北生団地 2 10 簡平 S43,45 用途廃止 用廃（除却） ・入居者退去後用途廃止

ｱﾒﾆﾃｨ30 1 30 準耐三 H2 維持管理 30 個別改善 ・屋根、外壁改修

ひまわり 1 4 準耐二 S56 当面維持管理 4 用途廃止 ・構想期間に用途廃止

屈

足
屈足団地 1 14 中耐三 H4 維持管理 14 個別改善 ・屋根、外壁改修
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5 58 48

特

公

賃

屈

足

11 40 40

公

営

新

得

清流団地

西和団地

新生団地

新進団地

屈

足

北進団地

東進団地

緑町団地

郊

外

216

建設

年度

活用方針
備考

（改善内容等）
計画期間
H29～38年

（10年）

構想期間
H39～58年

（20年）

構造
種

類

地

区
団地名 棟数

管理

戸数
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（４）長寿命化を図るべき公営住宅等 

ストック活用手法の選定結果のうち、計画期間を対象とした公営住宅等（公営、特公賃、町営）

の各戸数を以下に整理します。 

 

＜公営住宅＞    

対  象 合  計 

公営住宅管理戸数 ５６０戸  

 ・維持管理予定戸数 ４１４戸  

 うち修繕対応戸数 ３７４戸  

うち改善予定戸数 ４０戸  

・建替予定戸数 ５４戸  

・用途廃止予定戸数 ９２戸  
注１）計画期間後に建替予定である公営住宅は、本計画期間内には維持管理予定とする。 
注２）改善予定戸数については、全面的改善・個別改善の合計とする。 
注３）公営住宅以外の特定公共賃貸住宅等については、それぞれ上表の書式をもとに作成する。 

 

＜特公賃＞    

対  象 合  計 

特公賃住宅管理戸数 ４０戸  

 ・維持管理予定戸数 ４０戸  

 うち修繕対応戸数 ４０戸  

うち改善予定戸数 ０戸  

・建替予定戸数 ０戸  

・用途廃止予定戸数 ０戸  

 

＜町営住宅＞    

対  象 合  計 

町営住宅管理戸数 ５８戸  

 ・維持管理予定戸数 ４８戸  

 うち修繕対応戸数 ４８戸  

うち改善予定戸数 ０戸  

・建替予定戸数 ０戸  

・用途廃止予定戸数 １０戸  
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（５）公営住宅等における建替事業の実施方針 

建替事業の対象団地は、3次判定結果に基づく５団地とし、平成 38 年度までの 10 年間で計 41

戸の整備を予定します。 

 

＜建替対象団地＞ 

 対象団地 計画期間整備戸数 備考 

現地建替 新進団地 2 棟 5 戸 構想期間 15 棟 30 戸整備予定 

北進団地 14 棟 28 戸 構想期間 8棟 16 戸整備予定 

団地内空地 
活用 

西和団地 1 棟 2 戸 構想期間 4棟 9戸整備予定 

新生団地 1 棟 2 戸 － 

新規整備 仮）まちなか新団地 2棟 4戸 中心市街地の町有地での整備 

       

 

＜実施方針＞ 

① 建替年次に則した政策空家の確保による円滑な事業の推進 

・建替対象団地については、事業年次等に合わせ、適切な時期に政策空家を確保し、

事業の円滑な推進に配慮します。 

②  事業等での住民理解の推進と入居者負担の軽減 

・建替え及び住替え等の事業実施時には説明会や団地単位での入居者の意向把握を

通じ、実施事業に対する理解と協力を得るとともに、住民意向を適切に反映させ

るように努めます。 

・入居者に対しては傾斜家賃や仮住居の確保等、入居者負担軽減のための適切な措

置を講じます。 

③  相互扶助の良好なコミュニティ形成を促す多様な世帯居住の推進 

・少子高齢化が進行する中で、相互扶助の良好なコミュニティが形成されるように、

小規模世帯向けや家族世帯向け住戸の適切な供給に努めます。 

④  高齢者向けや子育て世帯向け、若年単身者向け等ニーズに即した住宅供給の検討 

・建替対象団地の具体的な整備計画の検討にあたっては、入居者の高齢化の状況を

勘案し、生活利便性等を考慮した、まちなか居住団地や子育て世帯向け住戸の検

討、高齢者が住みやすい低層住宅等での整備を検討します。 

・また、団地入居者の他、町民のふれあいと憩いの場となる広場やコミュニティ空

間づくりの検討等、まちづくりに貢献する建替事業を行います。 

⑤  入居者の居住ニーズの把握や低所得者への対応 

・建替事業の検討の際には、現入居世帯の居住ニーズを把握の上、家賃上昇への対

応が難しいと判断される高齢世帯等に対しては、当面維持管理として確保する住

戸への移転サポートなど、低所得者の住宅セーフティネットも併せて確保します 
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（６）長寿命化のための維持管理計画 

①修繕対応（一般修繕、計画修繕） 

不特定時期に発生する不具合に対する修繕や入退所時に行う空き屋修繕を行うとともに、日常

的な保守点検を強化し、修繕周期、損傷・老朽化の程度、入居者の要望等を踏まえ、財政事情等

を勘案しながら計画的に修繕を行います。 

また、予防保全的な改善や耐久性の向上に資する計画修繕については、平成 25 年度より長寿

命化型改善事業として実施します。 

実施内容 

◇部分的な屋根・外壁の修繕（塗装） 

◇老朽化した物置等の補修、取替、等 

◇住宅内部における建具の損傷、給排水設備の不具合など小規模改修、等 

 

②個別改善 

個別改善については、３次判定結果に基づき、住棟の設備水準や劣化等の状況に応じ、以

下の内容について実施します。 

 

◆居住性向上型 

・引き続き中長期的に活用する住棟のうち、給湯設備や浴室、水洗化等の設備水準が低い住

棟については、設備の機能向上や、建具の断熱性の高いサッシへの改修等、住戸の省エネ

ルギー改善等による優良ストック化を図ります。 

実施内容 対象住棟 

◇給湯設備改善（３箇所給湯設置）、

◇浴室ユニット化 

◇断熱改修 

◇内窓改修（プラストサッシ化）、等 

・若草団地［簡平：5 棟 10 戸］ 

・さくら団地［簡平：5 棟 10 戸］ 

 

◆福祉対応型 

・高齢者等が安全・安心して居住できるよう、住戸の高齢化対応が未整備の住戸は、現入居

者の高齢化等の状況を勘案のうえ、必要箇所への手摺り設置等のバリアフリー改善を行い

ます。 

実施内容 対象住棟 

◆浴室等必要箇所への手すり設置 ・若草団地［簡平：5 棟 10 戸］ 

・さくら団地［簡平：5 棟 10 戸］ 
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◆安全性確保型 

・設計図書により二方向避難、防火区画の確保の状況から必要性を判定しますが、現状で十分

であるため、実施しません。 

・耐用年限を超過した住棟は定期的に目視調査を行い、安全の確保に努めます。 

 

◆長寿命化型 

・引き続き中長期的に活用する住棟のうち、住棟の各部位が修繕周期を超過するなど、耐久性

及び断熱性の向上、躯体への影響の低減、または維持管理の容易性等の向上が必要と判断さ

れる住棟は、予防保全的に長寿命化型改善を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

実施内容 対象団地 

◇屋根改修（耐久性塗装、ｶﾞﾙﾊﾞﾘｳﾑ鋼

板での葺替等） 

◇外壁改修（耐久性塗装・ｼｰﾘﾝｸﾞ更新）

・清流団地［耐二：1 棟 6 戸］ 

・新生団地［準耐二・耐二：2 棟 8 戸］ 

・東進団地［準平・準二：2 棟 6 戸］ 

・若草団地［簡平：5 棟 10 戸］ 

・さくら団地［簡平：5 棟 10 戸］ 
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（７）事業プログラム 

 

 

 

 

 

将来

戸数

H29

2017

H30

2018

H31

2019

H32

2020

H33

2021

H34

2022

H35

2023

H36

2024

H37

2025

H38

2026

将来

戸数

H39

2027

H40

2028

H41

2029

H42

2030

H43

2031

H44

2032

H45

2033

H46

2034

H47

2035

H48

2036

将来

戸数

H49

2037

H50

2038

H51

2039

H52

2040

H53

2041

H54

2042

H55

2043

H56

2044

H57

2045

H58

2046

将来

戸数

北生団地 15 45 簡平 S35～58 用廃（除却） 用廃（除却） －
除却
1棟4戸

除却
1棟1戸

除却
1棟2戸

除却
1棟2戸

除却
1棟4戸

除却
1棟3戸

除却
1棟4戸

除却
1棟2戸

除却
1棟2戸

除却
1棟3戸

除却
1棟2戸

除却
1棟4戸

除却
1棟4戸

除却
1棟4戸

除却
1棟2戸

栄町団地 8 32 簡二 S61～H4 維持管理 32 個別改善 ・屋根、外壁改修 32 32 32

2 8 簡平 S29,48 用廃（除却） － －
除却
1棟6戸

除却
1棟2戸

3 18 耐二 H14,15,16 個別改善 18 個別改善 ・屋根、外壁改修
改善

1棟6戸
18 18 18

2 6 木平 H17,18 維持管理 6 個別改善 － 6 6 6

4 4 木平 H5 維持管理 4 個別改善 ・屋根、外壁改修 4 4 4

12 48 準耐二 H6～10 維持管理 48 個別改善 ・屋根、外壁改修 48 48 48

木平 新規整備 2 新規整備 ・団地内空地に5棟11戸 2 11 10

8 36 準耐二 H7～12 個別改善 36 個別改善 ・屋根、外壁改修
改善

1棟4戸
36 36 36

1 4 耐二 H13 個別改善 4 個別改善 ・屋根、外壁改修
改善

1棟4戸
4 4 4

木平 新規建設 2 維持管理 ・団地内空地に1棟2戸 2 2 2

11 39 簡平 S47～49 用途廃止 － －
除却
2棟8戸

除却
2棟8戸

除却
3棟9戸

除却
3棟11戸

除却
1棟3戸

8 16 簡平 S51～52 当面維持管理 16 用途廃止 16

20 53 木平 H19～28 維持管理 53 個別改善 ・屋根、外壁改修 53 53 53

木平 現地建替 5 現地建替 ・17棟35戸の現地建替 建替
1棟2戸

建替
1棟3戸

5 26 26

若草団地 16 32 簡平 S53～57 個別改善 32 個別改善
・屋根外壁改修、浴室・給湯・断

熱改修、等
32 32 32

さくら団地 20 40 簡平 S57～H4 個別改善 40 個別改善
・屋根外壁改修、浴室・給湯・断

熱改修、等
40 40 40

仮）まちなか

新団地
木平 新規建設 4 維持管理 ・市街地中心部に2棟4戸 4 4 4

21 54 簡平 S46～50 建替（除却） － －
除却
2棟8戸

除却
2棟8戸

除却
3棟8戸

除却
3棟8戸

除却
3棟6戸

除却
2棟4戸

除却
2棟4戸

除却
2棟4戸

除却
2棟4戸

5 10 木平 Ｈ24～28 維持管理 10 維持管理 － 10 10 10

木平 建替（建設） 28 建替（建設） －
建替
1棟2戸

建替
2棟4戸

建替
2棟4戸

建替
2棟4戸

建替
2棟4戸

建替
1棟2戸

建替
1棟2戸

建替
1棟2戸

建替
1棟2戸

建替
1棟2戸

28 36 44

柏町団地 16 16 木平 H2～5 維持管理 16 個別改善 ・屋根、外壁改修 16 16 16

4 16 準耐二 H11,12 個別改善 16 個別改善 ・屋根、外壁改修
改善
1棟4戸

16 16 16

3 6 準耐平 H11～15 個別改善 6 個別改善 ・屋根、外壁改修
改善
1棟2戸

6 6 6

緑町分譲団地 1 2 木二 S60 維持管理 2 当面維持管理 － 2 2 2

緑栄団地 7 21 簡平 S51～54 当面維持管理 21 用途廃止 ・構想期間に用途廃止 21

8 16 簡平 S55,56 当面維持管理 16 用途廃止 ・構想期間に用途廃止 16 16

12 12 木平 H6～8 維持管理 12 個別改善 ・屋根、外壁改修 12 12 12

南町団地 1 4 簡二 H1 維持管理 4 個別改善 ・屋根、外壁改修 4 4 4

北新得団地 3 12 簡二 S61～H2 維持管理 12 個別改善 ・屋根、外壁改修 12 12 12

若葉団地 5 10 簡平 S54,55 維持管理 10 個別改善 ・屋根、外壁改修 10 10 10

455 456 447
新

得
ｱﾒﾆﾃｨ24 1 24 準耐三 H3 維持管理 24 個別改善 ・屋根、外壁改修 24 24 24

緑町団地 8 8 木平 H4～6 維持管理 8 個別改善 ・屋根、外壁改修 8 8 8

ｱﾒﾆﾃｨ屈足 2 8 木平 H8 維持管理 8 個別改善 ・屋根、外壁改修 8 8 8

40 40 40

北生団地 2 10 簡平 S43,45 用途廃止 用廃（除却） ・入居者退去後用途廃止

ｱﾒﾆﾃｨ30 1 30 準耐三 H2 維持管理 30 個別改善 ・屋根、外壁改修 30 30 30

ひまわり 1 4 準耐二 S56 当面維持管理 4 用途廃止 ・構想期間に用途廃止 4

屈

足
屈足団地 1 14 中耐三 H4 維持管理 14 個別改善 ・屋根、外壁改修 14 14 14

48 44 44

構　造
種

類

地

区
団地名 棟数

管理

戸数

建設

年度

活用方針

備考

（改善内容等）

事業プログラム

計画期間
H29～38年

（10年）

構想期間
H39～58年

（20年）

計画期間（前期） 構想期間（前期） 構想期間（後期）計画期間（後期）

個別改善（2棟8戸）

新規整備（1棟2戸）

公

営

新

得

個別改善（3棟12戸） 個別改善（5棟20戸）

清流団地 個別改善（3棟18戸）

個別改善（2棟6戸）

西和団地

個別改善（4棟4戸）

個別改善（7棟28戸） 個別改善（5棟20戸）

新規整備（1棟2戸） 新規整備（4棟9戸）

新生団地

個別改善（7棟32戸）

新進団地

用途廃止

用途廃止

個別改善（12棟35戸） 個別改善（8棟18戸）

現地建替（10棟21戸） 現地建替（※5棟12戸は構想期間での建替ニーズに応じて整備）

新規整備（2棟4戸）

個別改善（5棟10戸）

個別改善（5棟10戸）

個別改善（6棟12戸）

個別改善（10棟20戸） 個別改善（5棟10戸）

屈

足

北進団地 個別改善（5棟10戸）

現地建替（4棟8戸） 現地建替（4棟8戸）

個別改善（16棟16戸）

東進団地
個別改善（3棟12戸） 個別改善（1棟4戸）

個別改善（2棟4戸） 個別改善（1棟2戸）

用途廃止

緑町団地
用途廃止

個別改善（12棟12戸）

個別改善（1棟4戸）

郊

外

個別改善（2棟8戸）

個別改善（5棟10戸）

216 560 455

個別改善（1棟4戸）

特

公

賃

個別改善（1棟24戸）

屈

足

個別改善（8棟8戸）

個別改善（2棟8戸）

11 40 40

531

町

営

新

得

用途廃止 除却

個別改善（1棟30戸）

用途廃止

個別改善（1棟14戸）

5 58 48

232 658 543 543 540


